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７ 避難者 
①基本的な考え方 

・区市町村別に算出する。 

・建物被害やライフライン被害等に伴い、住居から避難する人を避難者数として算

出する。 

・避難者数は、避難所へ避難する人（＝避難所生活者数）及び避難所以外のところ

へ避難する人（疎開者数）とに分けて算出する。 

・避難者数、避難所生活者数及び疎開者数は、それぞれ、発災直後、１日後、４日

後、１か月後を算出する。 

・避難者が、発災直後、１日後、４日後、１か月後の各時点において、どのような

理由（要因）により避難するかについて、以下のように設定する。なお、新潟中

越地震では、発災後大きな余震により避難者が多く見られたが、特殊な地震でも

あり、今回の想定では、阪神・淡路大震災の結果を踏まえて算出した。 

 

避難の要因 直後 １日後 ４日後 １か月後 

自宅建物の被災 ○ ○ ○ ○ 

ライフライン供給停止 × ○ ○ 復旧状況による 

エレベーター停止 × ○ ○ × 
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(参考)新潟県中越地震における避難所生活者数の推移 

 
 

 出所：新潟県（各日最終時刻の報告、ただし初日のみ平成 16 年 10 月 24 日午前２時 10 分の値） 

 

(参考)兵庫県南部地震における兵庫県の避難所生活者数の推移 

 

 

出所：兵庫県「阪神・淡路大震災－兵庫県の１年の記録」 

※ 震度５以上を観測した余震なし
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手法フロー 

 

②算出手法 

・夜間人口に建物被害率（全壊、半壊、焼失）を乗じて自宅建物が被災する人口と、

被災しない人口に分ける。 

・それぞれに、設定した避難率※を乗じ、避難者数を算出する。 

・避難者数に、避難所生活者と疎開者の比率（65：35）※を乗じ、避難所生活者数と

疎開者数を算出する。 

 
※ 避難率及び避難所生活者と疎開者の比率 

・ 避難率及び避難所生活者と疎開者の比率については、今回実施したアンケート調査の結果に基づき設定

した。アンケートの概要については手-60 頁参照 

・ その結果、避難率のうち建物が被災した場合の避難率は、東京都被害想定（平成９年８月）や中央防災会

議で用いている避難率とほぼ、同じ結果が得られたので、以下の平成９年被害想定や中央防災会議と同じ

避難率を採用した。 

      建物が全壊・焼失した場合の避難率 ＝ 100% 

      建物が半壊した場合の避難率 ＝ 50.3% 

・ また、建物が被災しない場合の避難率は、今回のアンケート結果に基づき、以下のとおり設定した。 

      ライフラインが供給停止した場合 ＝ 45.4% 

      エレベーターが停止している場合 ＝ 10.7% 

・ 避難所生活者と疎開者の比率についても、アンケートの結果、東京都被害想定（平成９年８月）や中央防

災会議で用いている比率とほぼ、同じ結果が得られたので、平成９年被害想定や中央防災会議と同じ比率

（避難所生活者：疎開者＝65：35）を採用した。 

 

 建物被害率 夜間人口 

建物被害人口 被害なし人口 

②建物が被災しない場合

の避難行動 

  ・ライフライン機能支障

  ・余震への恐怖 

 ・エレベータ停止 

避難者 

疎開者数 避難所生活者数 

①建物が被災した場合の

避難行動（被害程度別）

③避難先の選択

全壊・焼失： ×1.0 

半壊： ×0.503

避難所生活：疎開＝65：35 

建物が被災しない場合の 

避難行動 

・ライフラインの機能支障による避難率  0.454

・エレベーター停止による避難率 0.107 
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③算出式 

・直後の避難者数 

避難者数＝全壊・焼失人口＋0.503×半壊人口 

避難所生活者数＝0.65×避難人口 

疎開者数＝0.35×避難人口 

 

・１日後の避難者数 

避難者数＝全壊・焼失人口＋0.503×半壊人口 

＋１日後（当該区市町村で最大の）ライフライン避難率 

×１日後（当該区市町村で最大の）ライフライン支障率 

×被害なし人口＋0.107×残りの人口※×エレベーター停止率 

避難所生活者数＝0.65×避難者数 

疎開者数＝0.35×避難者数 

 

・４日後の避難者数 

避難者数＝全壊・焼失人口＋0.503×半壊人口 

＋４日後（当該区市町村で最大の）ライフライン避難率 

×４日後（当該区市町村で最大の）ライフライン支障率 

×被害なし人口＋0.107×残りの人口※×エレベーター停止率 

避難所生活者数＝0.65×避難者数 

疎開者数＝0.35×避難者数 

 

・１か月後の避難者数 

避難者数＝全壊・焼失人口＋0.503×半壊人口 

＋１か月後（当該区市町村で最大の）ライフライン避難率 

×１か月後（当該区市町村で最大の）ライフライン支障率 

×被害なし人口 

避難所生活者数＝0.65×避難者数 

疎開者数＝0.35×避難者数 

 

※ 残りの人口＝（被害なし人口－ライフライン支障により避難する人口） 

×６階以上の住宅に住んでいる人の割合 
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アンケート調査の概要 

■調査名
■調査ＩＤ
■調査票タイトル
■実施方法
■調査期間

サンプル1：東京都内へ通勤・通学している、または通勤・
通学していない東京都居住者（一戸建て）

271サンプル

サンプル2：東京都内へ通勤・通学している、または通勤・
通学していない東京都居住者（集合住宅）

266サンプル

サンプル3：東京都内へ通勤・通学している埼玉県・千葉県・
神奈川県居住者

517サンプル

■回収サンプル数

大規模地震時の避難行動に関する調査
IQ050163
大規模地震時の避難行動に関するアンケート
インターネットリサーチ
平成18年1月13日～平成18年1月14日
1054

 

 
 

 
表 回答者の属性 

性別 回答数 ％

1.男性 656 62.2

2.女性 398 37.8

合計 1054 100.0

年齢（年代） 回答数 ％

1.19歳以下 12 1.1

2.20歳～24歳 58 5.5

3.25歳～29歳 83 7.9

4.30歳～34歳 171 16.2

5.35歳～39歳 187 17.7

6.40歳～44歳 206 19.5

7.45歳～49歳 138 13.1

8.50歳～54歳 85 8.1

9.55歳～59歳 70 6.6

10.60歳以上 44 4.2

合計 1054 100.0 
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